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　ここ最近の社労士試験の出題傾向には、以下のような特徴が見受けられます。

【選択式】
　年度により難易度に変動はあるが、「覚えた事柄から単純・反射的に選ぶ性
質の問題」から「知識をフル活用して推測しつつ、選択語群の語句を消去法で
絞り込まないと正解を選べない高度な問題」まで出題内容が多岐にわたってい
る。
　単にテキスト中の語句や数字等を記憶しているだけでは、すべての科目にお
いて足切基準点（３点）をクリアするための得点ができるとは言えない。

【択一式】
・第50回試験の内容を見る限り、いわゆる「組合せ問題」と「正解の個数問
題」は出題形式として定着したといえる。出題数は「組合せ問題」が10題、
「正解の個数問題」が７題となっており、合計すると全体の約１/４を占める
までになっている。

　　第50回試験の「正解の個数問題」については、十分対応可能な出題レベル
ではあったものの、「正解の個数問題」はすべての択一肢の正誤判断ができ
ないと正解（70点満点の１点）とならないので、１問にかける時間が長くな
る割に得点に寄与する程度が低く非常に負荷が高い。そのため、本試験対策
として普段から「正解の個数問題」に慣れておく必要性があることはいうま
でもないが、問題を解く際の優先順位（「正解の個数問題」を解くのは後回
しにするなど。）を常に考慮しておく必要があるだろう。

　　とはいえ第50回試験では出題全体の１割が「正解の個数問題」となってお
り、合格するためにはその存在を無視することはできなくなってきた。

・第49回試験から、労働基準法で労働時間等の具体的な問題が散見されるよう
になってきた。「実務と直結した内容の出題を。」という意図を感じさせる。
他方、第48回試験まで目立っていた国民年金法における事例問題は影を潜め
るようになった。

　　今後もこの状態が続くと仮定すると、択一式については、「出題内容を基
本レベル＋αとし、出題形式で負荷をかける。」という図式が見てとれる。

　　受験生は素早く確実に出題の意図を読み取り判断していく能力が求められ
るので、基本事項の反復を徹底し、早い時期にそのレベルでの対策を仕上げ
ておき、時間的に余裕をもって応用問題や統計等の細かい知識の対応に時間
を割けるようにしておきたい。

　今回の改訂では、各章（節）の扉において、各章（節）の項目の本試験の出
題頻度や重要度が一覧できるマークを追加しました。全体を通して学習した後
に問題演習とリンクさせて学習のメリハリをつける目安として活用できるもの
です。また、「法改正ポイント講義」をよりシンプルに見やすいレイアウトに
変更して、改正の主だった内容を把握しやすくしました。

　本書を利用したみなさんが、社労士試験に合格されることを、ＴＡＣ社会保
険労務士講座一同、願ってやみません。

平成30年10月吉日
TAC社会保険労務士講座

は　じ　め　に
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法改正法改正ポイント
講義

ここでは、平成31年度の社労士本試験に関連するおもな法改正内容を
紹介していきます。詳細は、テキスト本文でじっくり学習しましょう。

第４章第１節で詳しく学びます。

1 フレックスタイム制の拡充
【平成31年４月施行】

改正前 改正後

清算期間：３か月以内清算期間：１か月以内

労働時間

法定労働時間

6月 8月7月

① ３か月の平均で法定労働時間以内
にすれば、割増賃金の支払いは必
要ありません。

② ６月に多く働いた時間分があるの
で、その時間分は働かなくても欠
勤扱いとはなりません。

① １か月単位で清算するため、
この分の割増賃金を支払う
必要がありました。

② 所定労働時間※働いていない
場合、欠勤扱いとなっていま
した。

※ 通常は法定労働時間以内で設定

働き方改革に伴う改正

iv
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2 時間外労働の上限
【平成31年４月施行】

改正前 改正後

法律で残業時間の上限を定め、
これを超える残業はできなく
なります。

法律上は、残業時間の上限が
ありませんでした（行政指導のみ）。

時間外労働の上限を法律で規制することは、70年前（1947年）に制定された「労働基準法」

において、初めての大改革となります。

上限なし

年間６か月まで

大臣告示による上限
（行政指導）

残業時間
月45時間
年360時間

法定労働時間
１日８時間
週40時間

１年間＝12か月

法定労働時間
１日８時間
週40時間

１年間＝12か月

残業時間(原則)
月45時間
年360時間

月残業45時間
＝１日残業２時間程度 年間６か月まで

月
残
業
80
時
間
＝
１
日
残
業
４
時
間
程
度

法律による上限(原則)

法律による上限(例外)
・年720時間
・複数月平均80時間＊
・月100時間未満＊
　　　　　＊休日労働を含む

第４章第２節で詳しく学びます。

v
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3 高度プロフェッショナル制度の創設
【平成31年４月施行】

4 年５日の年次有給休暇の取得を使用者に義務付け
【平成31年４月施行】

　「高度の専門的知識等を必要とし、その性質上従事した時間と従事して得た成果との関

連性が通常高くないと認められるものとして厚生労働省令で定める業務（対象業務）」に

就く労働者について、労使委員会で所定の事項を決議して当該決議を使用者が行政官庁

に届け出、健康確保措置等を講じた上で、書面等の方法で労働者本人の同意を得ることに

より、労働時間、休憩、休日、深夜の割増賃金に係る労働基準法の適用から除外する高度プ

ロフェッショナル制度（特定高度専門業務・成果型労働制）が新設されました。

改正前 改正後

使用者が労働者の希望を聴き、
希望を踏まえて時季を指定。
年５日は取得が義務付けられます。

労働者が自ら申し出なければ、
年休を取得できませんでした。

そもそも、①の希望申出がしにくい
という状況がありました。

➡我が国の年休取得率：49.4%

②○月×日に年休が成立

③○月×日に年休が成立

①労働者が使用者に
　取得希望時季を申出
 例｢○月×日に休みます」

①使用者が労働者に
　取得時季の希望を聴取

②労働者の希望を踏まえ
　使用者が取得時季を指定
 例｢○月×日に休んでください」

労働者 労働者使用者 使用者

第４章第１節で詳しく学びます。

第４章第３節で詳しく学びます。

vi
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　本書は本試験で確実に合格できるだけの得点力を養うことに重点を置き、試験対
策において必要とされる知識を整理、体系化して理解することができるよう構成し
ています。本書の効果的な活用法については、以下の流れを参考にしてください。

本書の構成と活用法

▶本書の構成

32

労働基準法違反の契約 （法13条）

　労働基準法で定める基準に達しない労働条件を定める労働契約は、そ
の部分については無効とする。この場合において、無効となった部分
は、労働基準法で定める基準による。

1. 趣旨
法第13条は、最低労働条件の確保を目的とする労働保護法規としての本法の性質上、
本法を強行法規とし、労働契約中本法の基準に達しない労働条件を定める部分を無効と
し（強行的効力）、さらに無効となった部分を本法所定の基準で補充すること（直律的効
力）を定めたものである。

2. 「労働条件」とは
法第13条にいう「労働条件」とは、賃金、労働時間はもちろんのこと、解雇、災害補
償、安全衛生、寄宿舎等に関する条件をすべて含む労働者の職場における一切の待遇を
いう。

3. その部分については無効とする
労働基準法に違反する労働契約中法定基準に達しない労働条件を定めている部分のみ
を無効としたものである。したがって、その無効とされる部分が労働契約の主たる内容
であり、その部分が無効とされることによって労働契約を存続させる意義がなくなるよ
うな場合であっても、民法の一般原則と異なり、法定基準に達しない部分のみを無効と
し、残りの部分はこれを有効とする趣旨である。

（採用内定と労働契約の成立）
社員募集に応募した学生に対し採用内定通知をした場合、その者の誓約書の提出
と相まって、誓約書記載の採用内定取消事由に基づく解約権を留保した労働契約が
成立したものと認める。 （最二小昭和54.7.20大日本印刷事件）

（採用内定の取消し）
採用内定の取消事由は、採用内定当時知ることができず、また知ることが期待で
きないような事実であって、これを理由として採用内定を取り消すことが社会通念
上相当として是認できるものに限られる。 （同上）

（試行雇用契約と試用期間）
使用者が労働者を新規に採用するに当たり、その雇用契約に期間を設けた場合に

1 労働契約の締結

1
★★★

H19-選C H25-6A H27-3A 例題１

必修

必修

H21-2A

判例

①まず条文を読む
　まず囲み部分を確認しましょう。重要度
は★の数で表してあります。
　赤シートで消える文字は過去の本試験
で論点となったキーワードや、これから出
題が予想される語句です。それ以外の重
要な語句は黒太字にしています。

②詳細を確認する
　知識を拡げ、理解を掘り下げていきま
す。条文に関連する補足解説や、語句説
明、仕組みの解説などを詳しくまとめて
います。アイコン表示や図を多用するこ
とで、読み進めやすくする工夫もしてい
ます。
　見出しの位置付けは以下の通りです。
・Point 
本試験頻出事項等の試験対策の重要論点
・判例
関連する最高裁判例等
・参考
参考的な内容となる通達等

　例題がある内容のリンクです。
該当箇所を読んだあとに確認する
ようにしましょう。

　巻末に掲載している資料編に記
載のある内容のリンクです。
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③例題を解く
　例題は過去の本試験問題から出題パ
ターンを知るのに最適な問題をピックア
ップしています。インプット段階から問
題を解くことを常に意識することで、本
試験の出題パターンを把握することが
でき、確かな得点力を養うことができま
す。

・下線
問題の論点には下線を引いてあります。
下線の引かれている箇所に注意しなが
らテキストを読み込むことで、日頃から
問題文を「正しく」読む習慣をつけるこ
とができます。

・Advice
講師の視点で解答テクニック等を記載
しました。得点力アップにつながるコメ
ントですので、目を通しておくようにし
ましょう。

　本文とは別に、類似事項を対比して
まとめた表なども充実させてあります
ので、知識の整理に活用してください。

【各種アイコン】
　　　　　　  本試験合格のために必ず押

さえておきたい内容です。

　　　　　　 直近の改正点です。

　　　　　　  過去10年分の本試験出題
実績を明記しています。

必修

改正

H27-2D

法改正法改正ポイント
講義

ここでは、平成31年度の社労士本試験に関連するおもな法改正内容を
紹介していきます。詳細は、テキスト本文でじっくり学習しましょう。

1 フレックスタイム制の拡充
【平成31年４月施行】

改正前 改正後

清算期間：３か月以内清算期間：１か月以内

働き方改革に伴う改正

　巻頭には、平成31年度の社労士本試験
に関係するおもな法改正内容をコンパクト
にまとめてあります。
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【巻末資料編について】
　試験に合格するためには、細かい論点の学習も大切
ですが、まず基本事項を確実に押さえ、それを使いこ
なせるようになることが最も重要となります。
　本書では、日々の学習から基本事項を主軸においた、
メリハリある学習ができるように、発展的な内容は巻
末の資料編に「発展」や「書式」として掲載しました。
掲載内容は、過去の本試験での出題実績こそ少ないも
のの、出題可能性があるものです。よりハイレベルな
実力をつけたいという方はぜひ活用してください。

1第 章

総　則

1 　労働条件の原則、労働基準法の適用
⒈　労働条件の原則　
⒉　適用事業
⒊　国及び公共団体についての適用
⒋　適用除外
⒌　労働者の定義　
⒍　使用者の定義　

2 　労働条件の決定等
⒈　労働条件の決定
⒉　均等待遇　
⒊　男女同一賃金の原則　
⒋　公民権行使の保障　

3 　前近代的な労働関係の排除
⒈　強制労働の禁止
⒉　中間搾取の排除
⒊　賠償予定の禁止
⒋　前借金相殺の禁止
⒌　強制貯金

必修

必修

がつく！差差

必修

注 目

注 目

◎ 各章（節）の内容と学習優先度を押さえておく
　各章の冒頭に、その章（節）の項目と学習
優先度を表すアイコンを掲載してあります。

　　　　：　　　　　　　　
 頻出度：高　複雑度：低
　合格するためには、当然にマスターし得点
しなければならない項目です。これらの項目
を苦手としている場合、テキストの「ボック
ス」や「必修アイコン」で取り上げている内
容を曖昧に記憶している可能性があります。
まず、「きちんと基本事項を覚える」ことか
ら対策を始めましょう。

　　　　 ：　　　　　　　　
 頻出度：高　複雑度：高
　この項目から出題される内容の攻略が本試
験の合否にもっとも影響するといえます。
　これらの項目を苦手としている場合、テキ
スト記載事項を表面的に記憶している段階で
学習が停滞している可能性があります。学習
するうえでキーワードとなる語句にはどのよ
うな「意味」「使い方」があるのか？　とい
った点に着目し、『単なる記憶』から『ブレ
ない知識』へと転換を図っていきましょう。

　　　　：頻出度：低　複雑度：高
　受験対策上、出題実績があまりない項目の
学習優先度は、基本的に低くなりますが、中
には、法改正直後または改正から２～３年し
か経過しておらず今後の出題可能性大として
注目される項目や、体系的な理解のために不
可欠な項目もあります。　　　　や　　　　
の付いている項目とバランスを取りながら学
習を進めていくようにしてください。

必修 本試験頻出項目

がつく！差差 本試験頻出項目

注 目

必修 がつく！差差

第１章　総　則 ／ 1
1 　労働条件の原則、労働基準法の適用 ……………………………………  2
⒈　労働条件の原則　　 ……………………………………………… 2
⒉　適用事業 …………………………………………………………… 3
⒊　国及び公共団体についての適用 ………………………………… 6
⒋　適用除外 …………………………………………………………… 7
⒌　労働者の定義　 …………………………………………………… 9
⒍　使用者の定義　 …………………………………………………  11

2 　労働条件の決定等 ………………………………………………………  15
⒈　労働条件の決定 …………………………………………………  15
⒉　均等待遇　 ………………………………………………………  16
⒊　男女同一賃金の原則　 …………………………………………  18
⒋　公民権行使の保障　 ……………………………………………  19

3 　前近代的な労働関係の排除 ……………………………………………  22
⒈　強制労働の禁止 …………………………………………………  22
⒉　中間搾取の排除 …………………………………………………  23
⒊　賠償予定の禁止 …………………………………………………  25
⒋　前借金相殺の禁止 ………………………………………………  25
⒌　強制貯金 …………………………………………………………  26

必修

必修
がつく！差差

必修

注 目

注 目

目次にも学習優先度アイコンを掲載してあります。

○この項目の紙面は説明用に作成したもので、実際の紙面とは異なります。
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　「よくわかる社労士」シリーズは、社労士試験の完全合格を実現するための、実践
的シリーズです。過去10年分の本試験傾向をもれなくつかめる『合格するための過
去10年本試験問題集』と、条文ベースの本文で確実に理解することができる『合格
テキスト』を中心としたシリーズ構成です。

　常に本書の内容と本試験問題の内容を引き合わせながら使用すると、学習効果が
倍増します。
・この問題文の論点は何か？
・この問題文の正誤を判断するために必要な要素は何か？
・この問題文の空欄には選択語群のうち、どうしてその語句等が適当とされるのか？
を考えながら、本書を精読することで皆さんの受験勉強が「単に記憶する作業」か
ら「問題文を比較考量して正解を選んでいく行動」へ変化していきます。
　本書を最大限に活用して、「確実に合格ラインをこえる解答能力をつけて合格す
る」という能動的な学習スタイルを身につけてください。

　ここで、TAC社労士講座の上級本科受講生のテキスト活用例を紹介します。先ほ
どの「『合格テキスト』の効果的な活用法」でも述べた、過去問題集と併せて合格テ
キストを使用していくというスタイルの参考にしてください。

よくわかる社労士シリーズの活用法

▶学習の流れ
過去 10年分の傾向を
くまなくチェック！

テキストで知識
定着！理解！

本試験形式の予想
模試で総仕上げ！

全４冊 科目別・全 11冊

繰り返し

『合格するための過去
10年本試験問題集』

『合格テキスト』 『本試験をあてる TAC
直前予想社労士』

▶『合格テキスト』の効果的な活用法

▶『合格テキスト』の活用例

過去問の論点を一言で簡潔にメモ。
テキストの記載内容を自分の知識と
して落とし込んでいくには、この方
法がとても効果的です。
この書き込みを見れば問題文がなん
となく思い浮かぶようになると、解
答力が格段にアップします。

���������	
��

���� ��
�
����������������



xi

　過去10年間の出題項目は、次のようになっています。

項　目 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年

労働条件の原則、
労働基準法の適用

★ ☆ ★☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆

労働条件の決定等 ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆

前近代的な労働関係の排除 ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆

労働契約の締結 ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆

労働契約の終了 ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ★ ☆ ☆

賃金の定義・平均賃金 ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ★☆

賃金の支払 ★☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ★☆

賃金の保障 ★☆ ☆ ★☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆

労働時間等に関する規定の適用除外、
労使協定

☆ ☆ ★☆ ★☆ ★☆ ☆ ☆

労働時間 ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆

変形労働時間制 ☆ ☆ ☆ ☆

休憩・休日 ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆

時間外及び休日の労働 ☆ ☆ ☆ ☆

割増賃金 ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆

みなし労働時間制 ☆ ★ ★ ☆

年次有給休暇 ★☆ ★ ☆ ☆ ★☆ ★ ☆ ★

年少者 ☆ ☆ ☆ ☆

妊産婦等の就業制限 ★ ☆ ☆ ☆ ★ ★

妊産婦の労働時間等 ☆ ☆ ☆ ☆ ★

技能習得者

就業規則 ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆

寄宿舎 ☆

災害補償

監督機関 ☆

雑則、罰則 ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆

★選択式　☆択一式

本 試 験 の 傾 向

労働基準法

▶過去の出題項目
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預金利率省令 →　 労働基準法第18条第４項の

規定に基づき使用者が労働
者の預金を受け入れる場合
の利率を定める省令

厚労告 →　厚生労働省告示
労告 →　（旧）労働省告示
基発 →　厚生労働省労働基準局長名通達

発基 →　 厚生労働省労働基準局関係
の労働事務次官名通達

基収 →　 厚生労働省労働基準局長が
疑義に応えて発する通達

女発 →　 旧労働省女性少年局（現在
の厚生労働省雇用均等・児
童家庭局）長名通達

労発 →　（旧）労働省労政局長名通達
労収 →　 （旧）労働省労政局長が疑義

に答えて発する通達

労働基準法　凡例
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1第 章

総　則

1 　労働条件の原則、労働基準法の適用
⒈　労働条件の原則　
⒉　適用事業
⒊　国及び公共団体についての適用
⒋　適用除外
⒌　労働者の定義　
⒍　使用者の定義　

2 　労働条件の決定等
⒈　労働条件の決定
⒉　均等待遇　
⒊　男女同一賃金の原則　
⒋　公民権行使の保障　

3 　前近代的な労働関係の排除
⒈　強制労働の禁止
⒉　中間搾取の排除
⒊　賠償予定の禁止
⒋　前借金相殺の禁止
⒌　強制貯金

必修

必修
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2

労働条件の原則 （法１条） 

Ⅰ 労働条件は、労働者が人たるに値する生活を営むための必要を充た
すべきものでなければならない。
Ⅱ 労働基準法で定める労働条件の基準は最低のものであるから、労働
関係の当事者は、この基準を理由として労働条件を低下させてはなら
ないことはもとより、その向上を図るように努めなければならない。

1. 沿革・趣旨
労働基準法は、第二次世界大戦後の新しい労働保護法として昭和22年４月に公布さ
れ、同年９月（一部については、11月）から施行された。
上記Ⅰは、労働者に人間として価値ある生活を営む必要を満たすべき労働条件を保障
することを宣明した労働憲章的な規定であり、上記Ⅱは、労働基準法で定める労働条件
の最低基準が標準とならないよう、その引下げ禁止と向上を強調した規定である。

2. 労働条件
法第１条にいう「労働条件」とは、賃金、労働時間はもちろんのこと、解雇、災害補
償、安全衛生、寄宿舎等に関する条件をすべて含む労働者の職場における一切の待遇を
いう。

3. 人たるに値する生活
日本国憲法第25条第１項※の「健康で文化的な最低限度」の生活を内容とするものであ
る。
※　日本国憲法第25条第１項
　（国民の生存権）
　「すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。」

（人たるに値する生活）
労働者が人たるに値する生活を営むためには、その標準家族の生活をも含めて考

えること。 （昭和22.9.13発基17号）

1 労働条件の原則、
労働基準法の適用

1
★★★

H27-1A

H25-5B

H28-1ア

必修

H25-5A

必修

参考

H30-4ア
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の
原
則
、
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用

3

第１章　総　則

（標準家族）
労働基準法第１条は、労働条件に関する基本原則を明らかにしたものであって、

標準家族の範囲は、その時その社会の一般通念によって理解さるべきものである。
 （昭和22.11.27基発401号）

4. 労働関係の当事者
労働関係とは、使用者・労働者間の「労務提供－賃金支払」を軸とする関係をいい、
その当事者とは、使用者及び労働者のほかに、それぞれの団体、すなわち、使用者団体
と労働組合を含む。

5. この基準を理由として労働条件を低下させてはならない
労働基準法に規定があることが、その労働条件低下の決定的な理由となっている場合
をいう。
例えば、労働基準法では１日の労働時間の上限（最低基準）を、原則として、８時間
と定めているが、これを決定的な理由として、元々７時間とされていたＡ社の所定労働
時間を８時間に変更することなどが該当する。なお、労働基準法第１条第２項（前記Ⅱ）
については、労働条件の低下が労働基準法の基準を理由としているか否かに重点を置い
て判断するものであり、社会経済情勢の変動等他に決定的な理由がある場合には本条に
抵触するものでない。 （昭和22.9.13発基17号、昭和63.3.14基発150号）

適用事業

　労働基準法は、原則として、労働者を使用するすべての事業に適用さ
れる。

1. 法別表第１について
以前は労働基準法第８条において、同法の適用を受ける事業の範囲が規定されていた
が、社会経済の変化の中で新たな事業を適用事業として追加することとすると、一時的
にも適用漏れが生ずるおそれがあり、また、号別に適用事業を区分して適用する規定が
従来に比べて少なくなったこと等の理由により、平成10年改正において適用事業の範囲
を号別に列記する方式が廃止された。
ただし、平成10年改正後においても、法第33条［非常災害の場合の時間外労働等］、第
40条［労働時間及び休憩の特例］、第41条［労働時間等に関する規定の適用除外］、第56
条［最低年齢］及び第61条［年少者の深夜業］の各条項については、一定の業種につい
て、一般の適用とは異なった取扱いがされているため、改正前の第８条の業種の区分の
一部を、法別表第１（次表）として規定し直した。 （平成11.1.29発基45号）

H30-4ア

必修

必修

　法第１条違反については、罰則の定めはない。
Point
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１号 製造業

物の製造、改造、加工、修理、洗浄、選別、包装、装
飾、仕上げ、販売のためにする仕立て、破壊若しくは
解体又は材料の変造の事業（電気、ガス又は各種動力
の発生、変更若しくは伝導の事業及び水道の事業を含
む）

２号 鉱業 鉱業、石切り業その他土石又は鉱物採取の事業

３号 建設業 土木、建築その他工作物の建設、改造、保存、修理、
変更、破壊、解体又はその準備の事業

４号 運輸交通業 道路、鉄道、軌道、索道、船舶又は航空機による旅客
又は貨物の運送の事業

５号 貨物取扱業 ドック、船舶、岸壁、波止場、停車場又は倉庫におけ
る貨物の取扱いの事業

６号 農林業 土地の耕作若しくは開墾又は植物の栽植、栽培、採取
若しくは伐採の事業その他農林の事業

７号 水産・畜産業 動物の飼育又は水産動植物の採捕若しくは養殖の事業
その他の畜産、養蚕又は水産の事業

８号 商業 物品の販売、配給、保管若しくは賃貸又は理容の事業 
９号 金融広告業 金融、保険、媒介、周旋、集金、案内又は広告の事業
10号 映画・演劇業 映画の製作又は映写、演劇その他興行の事業
11号 通信業 郵便、信書便又は電気通信の事業
12号 教育研究業 教育、研究又は調査の事業
13号 保健衛生業 病者又は虚弱者の治療、看護その他保健衛生の事業
14号 接客娯楽業 旅館、料理店、飲食店、接客業又は娯楽場の事業
15号 清掃・と畜場業 焼却、清掃又はと畜場

4 4 4

の事業

H14-1C例題１

　労働基準法の別表第１には第１号から第15号まで各種の事業が掲げられているが、
同法の適用はこれらの事業に限られるものではない。

解答　 ○
　労働基準法は、原則として労働者を使用するすべての事業に適用される（例えば、労働組
合の事務所等法別表第１に掲げられている事業以外の事業であっても、労働者を使用する事
業であれば原則として適用事業となる）。
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第１章　総　則

（列車食堂）
列車食堂等における供食のサービスの提供等を行う事業については、食堂車従業
員と乗務車内販売従事員及び非乗務従業員とを合わせ、営業所を単位として、法別
表第１第14号の事業（接客娯楽業）として取り扱う。
 （昭和28.3.12基収1006号、平成11.3.31基発168号）

2. 運用の基本方針
⑴　個々の事業に対して労働基準法を適用するに際しては、当該事業の名称又は経営
主体等にかかわることなく、相関連して一体をなす労働の態様によって事業として
の適用を定めること。
⑵　事業とは、工場、鉱山、事務所、店舗等の如く一定の場所において相関連する組
織のもとに業として継続的に行われる作業の一体をいうのであって、必ずしもいわ
ゆる経営上一体をなす支店、工場等を総合した全事業を指称するものではないこと。
⑶　適用単位
①　原則
　一の事業であるか否かは主として場所的観念によって決定すべきもので、同一
場所にあるものは、原則として分割することなく一個の事業とし、場所的に分散
しているものは、原則として別個の事業とすること。　　　　　〈発展1.参照〉
【例 】本社が東京にあり支社が大阪にある場合などは、原則としてそれぞれ別個の
事業となる。

②　同一の場所にあっても別個の事業とする場合
　同一場所にあっても、著しく労働の態様を異にする部門が存する場合に、その
部門が主たる部門との関連において従事労働者、労務管理等が明確に区別され、
かつ、主たる部門と切り離して適用を定めることによって労働基準法がより適切
に運用できる場合には、その部門を一の独立の事業とすること。なお、個々の労
働者の業務による分割は認めないこと。
【例 】工場内の診療所、食堂等

（新聞社）
新聞社は一般に法別表第１第８号（商業）の事業であるが、本社等において併せ

て印刷をも行う場合には、その中の印刷部門のみを主たる事業と別個に取扱い、同
表第１号（製造業）に該当するものである。 （昭和23.3.17基発461号、平成11.3.31基発168号）

③　場所的に分散していても一個の事業とする場合
　場所的に分散しているものであっても、出張所、支所等で、規模が著しく小さ
く、組織的関連ないし事務能力等を勘案して一の事業という程度の独立性がない
ものについては、直近上位の機構と一括して一の事業として取り扱う。
【例 】新聞社の通信部 （昭和22.9.13発基17号、平成11.3.31基発168号）

3. 属地主義
わが国で行われる事業については、事業主又は労働者が外国人（外国法人及び外国政

参考

必修

H26-1D

参考
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府を含む。）であると否とを問わず、法令又は条約に特別の定めがある場合を除き、労働
基準法の適用がある。ただし、外国政府及び国際法によっていわゆる外交特権を有する
外交官等については、原則として、わが国の裁判権は及ばないこと。
 （昭和43.10.9基収4194号、平成11.3.31基発168号）

H10-7D例題２

　労働基準法は、日本国内の事業で使用される労働者であれば、日本人であるか外国
人であるかを問わず、また、当該外国人の就労が不法就労であるか否かを問わず適用
されるものである。

解答　○
　昭和43.10.9基収4194号、平成11.3.31基発168号。日本国内で行われる事業については、事業
主又は労働者が外国人であると否とを問わず、原則として、労働基準法の適用があり、不法
就労者である外国人の場合も同様である。

国及び公共団体についての適用 （法112条） 

　労働基準法及び労働基準法に基いて発する命令は、国、都道府県、市
町村その他これに準ずべきものについても適用あるものとする。

1. 国家公務員及び地方公務員等に対する適用　　　〈発展2.参照〉
⑴　一般職の国家公務員については適用されない。
⑵　一般職の地方公務員については労働基準法の一部が適用されない。
⑶　地方公営企業の職員については一部を除き適用される。 （平成22.5.18基発0518第１号）

2. 行政執行法人の職員に対する適用　　　
行政執行法人※の職員については、国家公務員法附則第16条の規定の適用が除外されて

いるため、労働基準法が適用される。 （平成13.2.22基発93号）
※　国立印刷局・造幣局等

3. 行政執行法人以外の独立行政法人の職員に対する適用　　　
行政執行法人以外の独立行政法人の職員については、労働基準法が全面的に適用され
る。 （同上）

例題２

3
★

必修

必修

必修
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第１章　総　則

適用除外 （法116条） 

Ⅰ　第１条から第11条まで、下記Ⅱ、第117条から第119条まで及び第
121条の規定を除き、労働基準法は、船員法第１条第１項に規定する
船員については、適用しない。〈発展3.参照〉
Ⅱ　労働基準法は、同居の親族のみを使用する事業及び家事使用人につ
いては、適用しない。

1. 船員法の適用を受ける船員
労働基準法は、船舶による旅客又は貨物の運送の事業にも適用されるが、同法の特別
法たる船員法の適用を受ける船員については、その労働の特殊性を考慮し、同法中労働
者全般に通ずる基本原則を規定した第１章［総則］の第１条から第11条まで及びこれに
関する罰則規定を除いて、これを適用しない。

2. 同居の親族のみを使用する事業
同居の親族は、事業主と居住及び生計を一にするものであり、原則として労働基準法
上の労働者には該当しない。
ただし、同居の親族であっても、常時同居の親族以外の労働者を使用する事業におい
て一般事務又は現場作業等に従事し、かつ、次の⑴及び⑵の条件を満たすものについて
は、一般に私生活面での相互協力関係とは別に独立した労働関係が成立しているとみら
れるので、労働基準法上の労働者として取り扱うものとする。
⑴　業務を行うにつき、事業主の指揮命令に従っていることが明確であること。
⑵　就労の実態が当該事業場における他の労働者と同様であり、賃金もこれに応じて
支払われていること。特に、①始業及び終業の時刻、休憩時間、休日、休暇等及び
②賃金の決定、計算及び支払の方法、賃金の締切り及び支払の時期等について、就

　国等の適用まとめ

適用除外 適用

・一般職の国家公務員

・行政執行法人の職員
・行政執行法人以外の
　独立行政法人の職員
一
部
適
用

・一般職の地方公務員
・地方公営企業の職員

Point

4
★★★

必修

例題３

必修

H29-2ウ
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業規則その他これに準ずるものに定めるところにより、その管理が他の労働者と同
様になされていること。 （昭和54.4.2基発153号）

3. 家事使用人
家事使用人であるか否かを決定するに当たっては、従事する作業の種類、性質の如何
等を勘案して具体的に当該労働者の実態により決定すべきものであり、家事一般に従事
している者がこれに該当する。
法人に雇われ、その役職員の家庭において、その家族の指揮命令の下で家事一般に従
事している者も家事使用人である（労働基準法は適用されない）。
個人家庭における家事を事業として請け負う者に雇われて、その指揮命令の下に当該

家事を行う者は家事使用人に該当しない。 （昭和63.3.14基発150号、平成11.3.31基発168号）

H16-1A例題３

　船員法第１条第１項に規定する船員については労働基準法は適用されず、したがっ
て、同法第１条「労働条件の原則」、第２条「労働条件の決定」等の労働憲章的部分
も、当然適用されない。

解答　×
　法116条１項。船員法第１条第１項に規定する船員についても、第１章［総則］の第１条か
ら第11条まで及びこれに関する罰則規定は適用される。

必修

H23-1D

H29-2イ

　適用除外のまとめ

適用除外 適用

・同居の親族のみを使用する事業 ・常時同居の親族以外の労働者を使用
する事業

・家事使用人
・個人家庭における家事を事業として
請け負う者に雇われてその指揮命令
の下に家事を行う者

・船員法第１条第１項に規定する船員
　（右の規定以外）

・船員法第１条第１項に規定する船員
　（総則の一部とこれに関する罰則）

Point
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第１章　総　則

労働者の定義 （法９条） 

　労働基準法で「労働者」とは、職業の種類を問わず、事業又は事務所
（「事業」という。）に使用される者で、賃金を支払われる者をいう。

1. 法人、団体又は組合の執行機関
労働基準法にいう労働者とは、事業又は事務所に使用される者で賃金を支払われる者
であるから、法人、団体、組合等の代表者又は執行機関たる者の如く、事業主体との関
係において使用従属の関係に立たない者は労働者ではない。
 （昭和23.1.9基発14号、平成11.3.31基発168号）

2. 職員を兼ねる重役
法人のいわゆる重役で業務執行権又は代表権を持たない者が、工場長、部長の職にあ
って賃金を受ける場合は、その限りにおいて法第９条に規定する労働者である。
  （昭和23.3.17基発461号）

3. 組合専従職員の労働関係
会社からは給料を受けず、その所属する組合より給料を受ける組合専従職員と使用者
との基本的な法律関係は、労働協約その他により労使の自由に定めるところによるが、
使用者が専従職員に対し在籍のまま労働提供の義務を免除し、組合事務に専従すること
を認める場合には、労働基準法上当該会社との労働関係は存続するものと解される。
 （昭和24.6.13基収1073号、平成11.3.31基発168号）

（研修医の労働者性）
臨床研修は、医師の資質の向上を図ることを目的とするものであり、教育的な側

面を有しているが、そのプログラムに従い、臨床研修指導医の指導の下に、研修医
が医療行為等に従事することを予定している。そして、研修医がこのようにして医
療行為等に従事する場合には、これらの行為等は病院の開設者のための労務の遂行
という側面を不可避的に有することとなるのであり、病院の開設者の指揮監督の下
にこれを行ったと評価することができる限り、上記研修医は労働基準法第９条所定
の労働者に当たるものというべきである。
 （最二小平成17.6.3関西医科大学付属病院事件）

（インターンシップにおける実習生）
一般に、インターンシップにおいての実習が、見学や体験的なものであり使用者

から業務に係る指揮命令を受けていると解されないなど使用従属関係が認められな
い場合には、労働基準法第９条に規定される労働者に該当しないものであるが、直
接生産活動に従事するなど当該作業による利益・効果が当該事業場に帰属し、かつ、
事業場と学生との間に使用従属関係が認められる場合には、当該学生は労働者に該

5
★★★

H29-2アH23-1D 例題４ 例題５

必修

必修

H29-2エ

判例

H29-5オ
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当するものと考えられる。 （平成9.9.18基発636号）

H10-1E例題４

　労働基準法上の「労働者」とは、職業の種類を問わず、賃金、給料その他これに準
ずる収入によって生活する者をいう。

解答　×
　法９条。労働基準法第９条では、現実に「使用され」、「賃金を支払われる」関係に立つ者
を労働者として把握しているので、労働組合法第３条に規定する労働者※とは異なる。

※　・労働組合法における「労働者」
　　 　労働組合法で「労働者」とは、職業の種類を問わず、賃金、給料その他これに
準ずる収入によって生活する者をいう。 （労働組合法３条）

　 　・労働組合法の労働者の範囲
　　 　労働組合法第３条にいう「労働者」とは他人との間に使用従属の関係に立って
労務に服し、報酬を受けて生活する者をいうのであって、現に就業していると否
とを問わないから失業者をも含む。 （昭和23.6.5労発262号）

H27-1E例題５ H29-2オ類題

　形式上は請負契約のようなかたちをとっていても、その実体において使用従属関係
が認められるときは、 当該関係は労働関係であり、 当該請負人は労働基準法第９条の
「労働者」に当たる。

解答　○
　法９条。請負契約による下請負人は、当該業務を自己の業務として注文主から独立して処
理する限り、たとえ本人が労務に従事することがあっても法第９条の労働者になることはな
い。しかし、形式上は請負のようなかたちをとっていても、その実体において使用従属関係
が認められるときは、当該関係は労働関係であり、当該請負人は法第９条の労働者であるこ
とになる。
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